







2010年12月15日

玄海原発3号機の放射能漏れ事故における

徹底した調査と情報公開を求めます
　九州電力株式会社　

　取締役社長　眞部利應　　殿
　2010年12月9日の報道によると、玄海原発3号機の一次冷却水のヨウ素濃度が通常の平均値に比べ二倍となり、燃料棒を覆う、燃料被覆管にピンホール(微細な穴)が開いた可能性があるとのことだった。

その後の貴社の対応は、「運転継続に支障はない、週４日の濃度測定を毎日に増やし監視強化を行う」とし、翌日、ヨウ素濃度がさらに二倍に上がると、「今後準備ができ次第、発電を停止し、定期点検に入る。安全だが社会の反響を留意したから・・」と言うものであった。

放射能漏れが発生したからこそ、停止するのであって、定期点検では燃料棒の放射能漏れ個所の特定作業などは予定になく、今回の措置は、明らかに放射能漏れに対する対応に違いない。現実に起こっている状況を歪曲して伝える貴社の姿勢は、市民への信頼を完全に裏切るものであり、我々は憤りをもってここに強く抗議するものである。

同炉は、世界で初めての高濃度プルトニウムを含む本格的なMOX燃料の燃焼が行われていることを考えれば、極めて高い安全性が求められている。

　これは、プルサーマル計画の事前了解を行った、古川佐賀県知事も地元・岸本玄海町町長も安全性には特別配慮した上での了解であることを再度、認識して頂きたい。

　そのことを踏まえれば、漏れてはならない、放射性物質がごく微量でも漏れたことは、重大事故につながるシグナルと考え、万全の体制の中、即時に原子炉の運転を止め、放射性物質の漏れ出した燃料棒の特定と原因究明、MOX燃料の異常の有無を調べるのが貴社としての当然の責務である。

　今回の一次冷却水に放射性物質が漏れた原因の徹底究明と調査の過程を完全に透明化し、信頼性を高めるための情報公開を強く求めるものである。

